
特別会計（企業会計を除く） [令和３年度]

（単位：千円）
財   源   内   訳

国庫支出金 地  方  債 そ  の  他
収 入 証 紙 等 管 理 2,062,747 (入) 45,172 １償還金 1,863

(諸) 2,017,575 ２一般会計繰出金 2,060,884
給 与 等 集 中 管 理 96,407,000 (諸) 96,407,000 給与等集中管理費 96,407,000
旅 費 集 中 管 理 1,420,369 (負) 76,334 旅費集中管理費 1,420,369

(諸) 1,344,035
用 品 等 調 達 2,519,889 (越) 3,000 用品等調達費 2,519,889

(諸) 2,516,889
会 計 事 務 集 中 管 理 6,740,265 (負) 683,361 会計事務集中管理費 6,740,265

(諸) 6,056,904
県 債 管 理 93,501,465 29,225,000 (入) 64,276,465 １地方債元利償還金 93,425,524

２公債取扱事務費 75,941
土 地 取 得 事 業 101,270 100,000 (財) 62 １自然保護基金管理費 1,270

(越) 1,208 ２土地取得事業費 100,000
国 民 健 康 保 険 事 業 80,856,756 23,137,385 (負) 52,711,822 １総務費 115,968

(財) 1,252 ２保険給付費等交付金 66,291,040
(入) 4,893,681 ３後期高齢者支援金等 9,866,651
(越) 112,610 ４前期高齢者納付金等 18,694
(諸) 6 ５介護納付金 3,614,173

６病床転換支援金等 36
７共同事業拠出金 165,944
８保健事業費 17,162
９国民健康保険財政安定化基金積立金 735
10国民健康保険財政調整基金積立金 698,517
11一般会計繰出金 67,836

災 害 救 助 基 金 120,341 30,000 (財) 136 １災害救助費 120,205
(入) 90,205 ２災害救助基金積立金 136

母子父子寡婦福祉資金 34,357 (入) 1,712 貸付事業費 34,357
(諸) 32,645

中小企業近代化資金 292,238 (入) 3,907 １設備導入資金 2,042
助 成 事 業 (越) 1,993 　　償還金 76

(諸) 286,338 　　一般会計繰出金 76
　　運営費 1,890
２高度化資金 290,196
　　元利償還金 208,029
　　一般会計繰出金 76,165
　　運営費 6,002

流通団地及び工業団地 1,798,379 170,000 (財) 283,147 １流通団地造成事業費 143,000
造 成 事 業 (越) 7,116 　　流通団地造成事業費 1,522

(諸) 1,338,116 　　一般会計繰出金 141,478
２工業団地造成事業費 1,655,379
　　工業団地造成事業費 1,506,836
　　地方債元利償還金 148,368
　　公債取扱事務費 175

農業改良資金助成事業 62,684 (入) 5,475 １農業改良資金助成事業費 13,337
(越) 32,180 　　償還金 5,371
(諸) 25,029 　　一般会計繰出金 2,686

　　農業改良資金管理運営費 5,280
２就農支援資金助成事業費 49,347
　　償還金 32,748
　　一般会計繰出金 16,374
　　就農支援資金管理運営費 225

県 営 林 事 業 230,941 (財) 63,639 １県営林造林事業費 18,428
(入) 153,029 ２立木処分費 22,865
(越) 13,427 ３事業管理費 57,143
(諸) 846 ４地方債元利償還金 132,505

林業・木材産業改善 1,303,465 300,000 (入) 303,270 １林業・木材産業改善資金助成事業費 103,450
資 金 助 成 事 業 (越) 75,676 　　林業・木材産業改善資金貸付事業費 100,000

(諸) 624,519 　　林業・木材産業改善資金管理運営費 3,450
２木材産業等高度化推進資金助成事業費 1,200,015
　　木材産業等高度化推進資金貸付事業費 600,000
　　地方債元利償還金 300,015
　　一般会計繰出金 300,000

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 28,792 (入) 841 １償還金 18,609
助 成 事 業 (越) 27,940 ２一般会計繰出金 9,330

(諸) 11 ３沿岸漁業改善資金管理運営費 853
港 湾 整 備 事 業 469,166 1,000 (使) 179,714 １港湾整備事業費 467,447

(財) 96,079 　　港湾施設維持費 31,201
(諸) 192,373 　　高知新港管理運営費 94,063

　　地方債元利償還金 342,183
２臨海土地造成事業費 1,719
　　地方債元利償還金 1,719

高 等 学 校 等 奨 学 金 231,503 (越) 147,538 １貸付事業費 201,503
(諸) 83,965 ２一般会計繰出金 30,000

288,181,627 23,167,385 29,796,000 (負) 53,471,517
(使) 179,714

計 (財) 444,315
(入) 69,773,757
(越) 422,688
(諸) 110,926,251

特  別  会  計  名 金    額 内   容   説   明



特別会計（企業会計を除く） [令和２年度２月補正]

（単位：千円）
財   源   内   訳

国庫支出金 地  方  債 そ  の  他
収 入 証 紙 等 管 理 △ 96,994 (入) △ 319 一般会計繰出金 △ 96,994

(諸) △ 96,675
旅 費 集 中 管 理 △ 427,347 (諸) △ 427,347 旅費集中管理費 △ 427,347
会 計 事 務 集 中 管 理 △ 979,000 (負) △ 42,500 会計事務集中管理費 △ 979,000

(諸) △ 936,500
県 債 管 理 △ 833,516 (入) △ 833,516 １地方債元利償還金 △ 834,626

２公債取扱事務費 1,110
国 民 健 康 保 険 事 業 2,041,250 348,498 (入) △ 151,552 １総務費 685,067

(越) 1,818,140 ２保険給付費等交付金 353,524
(諸) 26,164 ３国民健康保険財政調整基金積立金 1,004,159

４一般会計繰出金 △ 1,500
災 害 救 助 基 金 △ 12,995 (財) 282 １災害救助費 △ 13,277

(入) △ 13,277 ２災害救助基金積立金 282
母子父子寡婦福祉資金 △ 20,000 (諸) △ 20,000 貸付金 △ 20,000
中小企業近代化資金 △ 185,604 (越) 317 １高度化資金 △ 185,604
助 成 事 業 (諸) △ 185,921 　　地方債元利償還金 △ 135,867

　　一般会計繰出金 △ 49,737
流通団地及び工業団地 △ 609,156 △ 72,000 (財) △ 34,464 １流通団地造成事業費 △ 209,520
造 成 事 業 (越) △ 3,506 　　一般会計繰出金 △ 209,520

(諸) △ 499,186 ２工業団地造成事業費 △ 399,636
　　工業団地造成事業費 △ 548,151
　　地方債元利償還金 240,032
　　一般会計繰出金 △ 91,517

農業改良資金助成事業 △ 8,223 (入) △ 4,759 １農業改良資金助成事業費 △ 8,223
(越) △ 6,999 　　償還金 △ 5,482
(諸) 3,535 　　一般会計繰出金 △ 2,741

県 営 林 事 業 △ 68,555 (財) △ 35,436 １立木処分費 △ 58,700
(入) △ 12,084 ２事務管理費 △ 7,245
(越) △ 20,595 ３地方債元利償還金 △ 2,610
(諸) △ 440

林業・木材産業改善 △ 29,000 (越) △ 29,000 １林業・木材産業改善資金助成事業費 △ 29,000
資 金 助 成 事 業 　　償還金 △ 19,333

　　一般会計繰出金 △ 9,667
沿 岸 漁 業 改 善 資 金 △ 4,924 (越) △ 4,924 １償還金 △ 3,342
助 成 事 業 ２一般会計繰出金 △ 1,582
港 湾 整 備 事 業 △ 21,259 (使) 7,790 １港湾整備事業費 △ 21,259

(越) 13,568 　　港湾施設維持費 △ 15,000
(諸) △ 42,617 　　高知新港管理運営費 △ 6,259

高 等 学 校 等 奨 学 金 △ 90,636 (入) △ 19,590 貸付事業費 △ 90,636
(越) △ 62,415
(諸) △ 8,631

△ 1,345,959 348,498 △ 72,000 (負) △ 42,500
(使) 7,790

計 (財) △ 69,618
(入) △ 1,035,097
(越) 1,704,586
(諸) △ 2,187,618

特  別  会  計  名 金    額 内   容   説   明



企 業 会 計 [令和３年度]
（単位：千円）

会　　計　　名 項　　目 金額 財　源　内　訳 内　容　説　明

流 域 下 水 道 事 業 収 益 的支 出 1,422,776 １ 営業収益 758,407 １ 営業費用 1,401,003

２ 営業外収益 665,569 ２ 営業外費用 20,772

３ 特別利益 1 ３ 特別損失 1

４ 収支不足額 △ 1,201 ４ 予備費 1,000

資 本 的支 出 484,613 １ 企業債 134,000 １ 建設改良費 276,689

２ 他会計補助金 133,197 ２ 固定資産購入費 196

３ 建設費負担金 47,283 ３ 企業債償還金 206,728

４ 国庫補助金 169,133 ４ 予備費 1,000

５ 消費税資本的収支 1,000

　 調整額

計 1,907,389

電 気 事 業 収 益 的支 出 1,339,464 １ 営業収益 1,712,639 １ 営業費用 1,211,743

２ 財務収益 23,638 ２ 財務費用 4,665

３ 営業外収益 16,210 ３ 営業外費用 119,056

４ 特別利益 1,836 ４ 特別損失 1,000

５ 収支不足額 △ 414,859 ５ 予備費 3,000

資 本 的支 出 175,897 １ 貸付金償還受入金 7,059 １ 建設改良費 123,204

２ 減債積立金 32,510 ２ 企業債償還金 32,510

３ 地域振興積立金 29,968 ３ 繰出金 19,183

４ 留保資金 96,140 ４ 予備費 1,000

５ 消費税資本的収支 10,220

　 調整額

計 1,515,361

工 業 用 水 道 事 業 収 益 的支 出 291,264 １ 営業収益 191,179 １ 営業費用 280,561

２ 営業外収益 124,026 ２ 営業外費用 7,703

３ 特別利益 1,000 ３ 特別損失 2,000

４ 収支不足額 △ 24,941 ４ 予備費 1,000

資 本 的支 出 114,092 １ 減債積立金 21,117 １ 建設改良費 84,916

２ 留保資金 79,263 ２ 企業債償還金 21,117

３ 消費税資本的収支 7,120 ３ 借入金償還金 7,059

４ 建設改良積立金 6,592 ４ 予備費 1,000

　 調整額

計 405,356

病 院 事 業 収 益 的支 出 15,006,329 １ 医業収益 10,516,950 １ 医業費用 14,632,104

２ 医業外収益 4,038,772 ２ 医業外費用 276,964

　　　他会計負担金 2,723,165 ３ 特別損失 96,261

　　　他会計補助金 591,716 ４ 予備費 1,000

　　　国庫補助金 37,541

　　　その他 686,350

３ 特別利益 3

４ 収支不足額 450,604

資 本 的支 出 1,883,084 １ 企業債 494,200 １ 建設改良費 510,604

２ 他会計借入金 342,518 ２ 企業債等償還金 1,372,480

３ 他会計負担金 859,835

４ 他会計補助金 4,323

５ 留保資金 182,208

計 16,889,413

合　　　　　計 20,717,519



企 業 会 計 [令和２年度２月補正]
（単位：千円）

会　　計　　名 項　　目 金額 財　源　内　訳 内　容　説　明

流域下水道事業 収益的支 出 △ 14,154 １ 営業収益 △ 70,329 １ 営業費用 △ 12,833

２ 営業外収益 △ 1,321 ２ 営業外費用 △ 1,321

３ 特別利益 1,489

４ 収支不足額 56,007

資本的支 出 89,021 １ 企業債 19,000 １ 建設改良費 89,021

２ 他会計補助金 2,513

３ 建設費負担金 20,481

４ 国庫補助金 46,271

５ 消費税資本的収支 1,281

　 調整額

６ 留保資金 △ 525

計 74,867

病 院 事 業 収 益 的 支 出 △ 8,160 医業外収益 △ 8,160 医業費用 △ 8,160

　他会計補助金 △ 8,160

資 本 的 支 出 2,328 他会計借入金 1,164 企業債等償還金 2,328

留保資金 1,164

計 △ 5,832



区　　　分 令和３年度 伸率 令和２年度 伸率

１ 経済見通し

    経済成長率 名目  4.4％ 名目  2.1％

(実質4.0％) (実質1.4％)

    国内総生産      559.5兆円      570.2兆円

２　国の予算

　① 一般会計予算規模 106兆6,097億円 3.9% 102兆6,580億円 1.2％

  [歳　入]

    租税及び印紙収入 57兆4,480億円 △9.6％ 63兆5,130億円 1.6％

　　その他収入 5兆5,647億円 △15.5％ 6兆5,888億円 4.6％

    公債金 43兆5,970億円 33.9％ 32兆5,562億円 △ 0.3％

      うち特例公債金（赤字国債） 37兆2,560億円 46.4％ 25兆4,462億円   △ 1.0％

      （国債依存度） (40.9％) (31.7％)

  [歳　出]

    国債費 23兆7,588億円 1.7％ 23兆3,515億円   △ 0.7％

    地方交付税交付金等 15兆9,489億円 0.9％ 15兆8,093億円   △ 1.1％

    一般歳出 66兆9,020億円 5.4％ 63兆4,972億円 2.5％

      社会保障関係費 35兆8,421億円 △0.1％ 35兆8,608億円 5.1％

  　  公共事業関係費 6兆695億円   △ 11.5％ 6兆8,571億円   △ 0.8％

　　　新型コロナ対策予備費 5兆円 皆増 - -

      予備費 5,000億円 0.0％ 5,000億円 0.0％

　　東日本大震災復興特別会計繰入れ 42億円 △ 79.9％ 209億円 △ 88.7％

  ② 財政投融資計画 40兆9,056億円 209.4％ 13兆2,195億円 0.8％

      うち地方向け 3兆6,847億円 25.6％ 2兆9,346億円 △ 3.9％

３ 地方財政計画等

  ① 地方財政計画 　　　　　　　A　 89兆8,060億円 △1.0％ 90兆7,397億円 1.3％

  [歳　入]

    地方税           　 　　　　B 38兆2,704億円 △6.5％ 40兆9,366億円 1.9％

    　うち道府県税 17兆1,980億円 △7.9％ 18兆6,670億円 4.0％

    地方譲与税          　　　　C 1兆8,462億円 △29.2％ 2兆6,086億円 △ 3.8％

    地方交付税（出口ベース）　　D 17兆4,385億円 5.1％ 16兆5,882億円 2.5％

    　法定加算等（折半対象以外の財源不足における補填） 4,746億円 △8.5％ 5,187億円 97.0％

    　借入金償還 - 皆減 △5,000億円 0.0％

    地方特例交付金　    　　　　E 3,577億円 78.2％ 2,007億円 △ 53.8％

    臨時財政対策債           　 F 5兆4,796億円 74.5％ 3兆1,398億円 △ 3.6％

　　全国防災事業等一般財源充当分　G △347億円 △17.6％ △421億円 △ 4.7％

    一般財源計 　【B＋C＋D＋E＋F＋G】　 63兆3,577億円 △0.1％ 63兆4,318億円 1.2％

  　一般財源比率 【(B＋C＋D＋E＋G)／A】 64.4％ 66.5％

    地方債発行      　　　　　  H 11兆2,407億円 21.2％ 9兆2,783億円 △ 1.6％

     （臨財債除く）【H－F】   (  5兆7,611億円 ) △ 6.2％  (  6兆1,385億円 ) △ 0.5％

    地方債依存度 　【H／A】 12.5％ 10.2％

     （臨財債除く）【(H－F)／A】 (6.4％) (6.8％)

  [歳　出]

    給与関係経費 20兆1,540億円 △ 0.7％ 20兆2,876億円 △ 0.2％

    　うち退職手当以外 18兆6,816億円 △ 0.4％ 18兆7,553億円 △ 0.1％

    　うち退職手当 1兆4,724億円 △ 3.9％ 1兆5,323億円 △ 1.9％

    投資的経費 11兆9,273億円 △ 6.5％ 12兆7,614億円 △ 2.0％

    　補助・直轄事業 5兆7,136億円 △ 14.1％ 6兆6,477億円 △ 3.8％

    　単独事業 6兆2,137億円 1.6％ 6兆1,137億円 0.1％

  ② 地方債計画 13兆6,372億円 16.2％ 11兆7,336億円 △ 2.3％

      普通会計分 11兆2,407億円 21.2％ 9兆2,783億円 △ 1.6％

地方交付税（出口ベース）＋臨時財政対策債 （再掲） 22兆9,181億円 16.2% 19兆7,280億円 1.5%
※数値は予算ベース。地財は東日本大震災分を除く。

令和３年度国の予算と地方財政対策


